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３－３ 相手国側分担事業の概要 

 

（1） 「フィ」国負担分一般事項 

1) サイトの確保、敷地の障害物撤去 

2) 必要な商用電源、電話の供給 

3) 機材設置に必要なスペースの確保と障害物の撤去 

4) 本プロジェクトに必要な「フィ」国内の法的な手続き 

5) 銀行手数料の負担 

6) 調達資機材の通関および関税免除手続き（付加価値税を含む） 

7) 本プロジェクト業務に従事する法人、個人への免税及び出入国、滞在のための便宜供与 

8) 本プロジェクト業務に従事する法人および個人の安全確保 

9) 調達機材の適切かつ効率的な運用・維持管理 

10) 門、フェンス、外灯等の機材安全上必要となる機材の設置 

11) 調達機材の損傷、紛失に対する適切な処置 

 

（2） 「フィ」国負担分特殊事項 

1) サイトへのアクセスルートの確保 

2) 本部においてコンサルタントおよびコントラクターに業務実施に必要なスペースの提供 

3) データ通信に必要な無線周波数及びスペースセグメントの確保 

4) 調達車輛の登録 

5) ミンダナオ島における機材輸送・据付 

6) 各サイトへの案内者の提供 

 

 上述の「フィ」国側分担事業は、現地基本設計調査時に「フィ」国側に説明を行い、承諾済みで

ある。また事業実施に必要な予算も確保されているため問題無い。 

 

 

３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

（1） プロジェクトの運営計画 

 

 観測機材の運用・維持管理にかかわる職員は、デジタル機材やコンピューターの扱いに熟達して

おり、プロジェクト実施上問題ない。 
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 地震発生時、火山活動観測時においては、次の表に示す運用体制がとられる。 

 

地震発生時 

 

既設地震観測所 観測データ 

（公衆回線） 
 

市町村、 

警察・消防 

ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ等 

「フィ」国民 

 

国際機関 
無人地震観測点 

観測データ 

（VSAT） 

機動観測班 
 

車輛 
観測 

 観測データ 

 

（VSAT：機動観測機材） 

 

PHIVOLCS 

本部 

 

データ 

解析・処理 

 
地震源位置と規

模の決定 

 

災害規模の特定 

 

地震情報 

津波警報

の発令 

政府機関 

 

地方自治体  

災害救援部

隊 

人命救助 

2 次災害防止 

災害復興 

 

 

火山噴火兆候発生時及び噴火時 

 
 

市町村 

警察・消防 

ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ等 

「フィ」国民 

 

国際機関 
火山集中観測点 

無人火山観測点 

観測データ 

 

（地上無線） 

既設地震観測所 

機動観測班 

 

 

車輛 
観測 

観測データ 

火山情報 

 

 

（公衆回線／ 

VSAT：機動観

測機材） 

PHIVOLCS

本部 

 
データ 

解析・処理 

 

火山情報 

避難警報

発令 

政府機関 

 

地方自治体  

避難支援・

災害救援部

隊 

避難支援 

人命救助 

2 次災害防止 

災害復興 

 

 

（2） 機材維持管理計画 

 

 機材維持管理を適切に実施するために以下の点を重点に行うことが重要である。 

・ スタッフへの技術訓練 

・ 問題・故障への対応方法の確立 

・ 部品及び消耗品の交換修理記録の徹底 

（各観測所には業務日誌を用意し、各種の修理記録を記述させる。これらの記録を保存することにより、

同様な問題が発生したときにはすばやく対処させることが可能となる） 

・ 定期的な部品交換やオーバーホールの実施 

・ 運用、管理体制の整備 

 

 無人地震観測点の維持管理（観測点の清掃、草刈等）は、委託を受けたケアテイカー（見張番）

により実施される。機材の故障等が検知された場合には、PHIVOLCS 本部、既設観測所から人員が

派遣される。 

 

（3） 運用・維持管理のための人員配置計画 

 

 本プロジェクト実施に際し、新たに必要となる人員は以下のとおりである。現職職員の振替にて

対応可能であるが、地方の観測所には、必要に応じ人員を本部から派遣する。 
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 第二次整備計画で必要とする人員 

・クイックレスポンスチーム（本部） 

 データ通信システム（VSAT およびスプレッドスペクトラム）： 4 名 

・ミラーセンター（タガイタイ：1チーム 2名）：2名×2チーム＝ 4 名 

合計 8 名 

 

 

３－５ プロジェクトの概算事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概算事業費 

 

 本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は、概算で 15.98 億円となり、先に述べ

た日本と「フィ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記 3)に示す積算条件によれば、

次のとおりと見積もられる。 

 

1） 日本国側負担経費 

 

事業費区分 Ａパッケージ Ｂパッケージ 合計 

(1) 機材費 6.73 億円 7.96 億円 14.69 億円 

(2) 設計監理費 0.36 億円 0.93 億円 1.29 億円 

合計 7.09 億円 8.89 億円 15.98 億円 

 

2） 「フィ」国側負担経費  6,957,000 ペソ（約 17 百万円） 

 

Ａパッケージ 

 

・ブコ観測所の電源引込工事 40,000 ペソ 

・ブコ観測所の電話線引込工事 6,000 ペソ 

・保護フェンス 250,000 ペソ 

無人火山観測点関連:5 ヶ所 サイズ：6m×4m（長さ 20m） 

5 ヶ所×20m×2,500 ペソ/m＝250,000 ペソ  

・設置工事  

ａ．パーカー  

・地震計シェルター 157,000 ペソ 
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・通信ポール基礎 124,000 ペソ 

4m 通信ポール 2本×62,000 ペソ＝124,000 ペソ  

・機材輸送 110,000 ペソ 

ジェネラルサントス既設地震観測所から各サイトまでの

車両輸送及びポーター雇用代 

2 ヶ所×55,000 ペソ＝110,000 ペソ  

・機材据付工事 72,000 ペソ 

2 ヶ所×36,000 ペソ＝72,000 ペソ  

  

ｂ．マトゥトゥム  

・地震計シェルター 157,000 ペソ 

・自立ポール基礎 297,000 ペソ 

4m 通信ポール 1本×62,000 ペソ＝62,000 ペソ 

6m 通信ポール 1本×85,000 ペソ＝85,000 ペソ 

10m 通信ポール 1本×150,000 ペソ＝150,000 ペソ  

・機材輸送 165,000 ペソ 

ジェネラルサントス既設地震観測所から各サイトまでの

車両輸送及びポーター 

3 ヶ所×55,000 ペソ＝165,000 ペソ  

・機材据付工事 108,000 ペソ 

3 ヶ所×36,000 ペソ＝108,000 ペソ  

  

ｃ．ビスリグ  

・広帯域地震計シェルター 93,000 ペソ 

・機材据付 36,000 ペソ 

  

Ａパッケージ合計（概算） 1,615,000 ペソ 

 

Ｂパッケージ 

 

・保護フェンス 3,835,000 ペソ 

無人火山観測点関連:39 ヶ所 サイズ：6m×4m（長さ 20m） 

39 ヶ所×20m×2,500 ペソ/m＝1,950,000 ペソ 

無人地震観測点関連:29 ヶ所 サイズ：9m×4m（長さ 26m） 

29 ヶ所×26m×2,500 ペソ/m＝1,885,000 ペソ  
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・設置工事  

ａ．イピル、パガディアン、セントラルミンダナオ大学、 

  ブトゥアン、マティ  

・地震計シェルター 525,000 ペソ 

・衛星通信アンテナ基礎 235,000 ペソ 

・機材輸送 431,000 ペソ 

ジェネラルサントス既設地震観測所からイピル及びパガ

ディアンまで船舶輸送 

イピル：110,000 ペソ  パガディアン：110,000 ペソ 

カガヤンデオロ既設地震観測所からセントラルミンダナ

オ大学及びブトゥアンまで車輛輸送 

セントラルミンダナオ大学：81,000 ペソ 

ブトゥアン：75,000 ペソ 

ダバオ既設地震観測所からマティまで車両輸送 

マティ：55,000 ペソ  

・機材据付 180,000 ペソ 

5 ヶ所×36,000 ペソ＝180,000 ペソ  

  

Ｂパッケージ合計（概算） 5,206,000 ペソ 

Ａ及びＢパッケージの合計（小計） 6,821,000 ペソ 

雑費（小計の 2％） 136,000 ペソ 

総合計（概算） 6,957,000 ペソ 

 

上記以外に、内国付加価値税、輸入関税等の税金及び日本外為銀行への手数料がある。 

 

3） 積算条件 

 

(1) 積算時点 平成 13 年 10 月 

(2) 為替交換レート 1 US$   ＝ 122.72 円 

 1 フィリピンペソ ＝ 2.52 円 

(3) 施工期間 機材調達の期間は、施工工程に示したとおり。 

(4) その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施されるものとする。 
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３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（1） 本プロジェクトにより新たに発生する運営・維持管理費 

 

1) 通信衛星のための 300kHz 帯域幅（Ku バンド）スペースセグメントレンタル料：887,000 ペソ 

 US$17,376/年 (US$1,448×12 ヶ月) 

 年間スペースセグメントレンタル料は約 887,000 ペソ/年 

 

2) 現地保安員雇用費：479,000 ペソ 

無人観測点の清掃、警備を目的として現地保安員を雇用する。 

現地保安員が必要な観測点数：46 人 

・無人地震観測点：29 地点 

・6火山集中観測網：12 地点 

・2火山観測網：5地点 

46 人×800 ペソ／月×13 ヶ月／年(ボーナス含む)＝478,400 ペソ≒479,000 ペソ 

 

3) 土地借用費：205,000 ペソ／年 

 無人観測点のうち、19 ヶ所は民有地であるため土地借用料を支払うことが必要。 

民間所有地内に位置する無人火山観測点：12 ヶ所 

12 地点×900 ペソ×12 ヶ月＝129,600 ペソ／年 

 

民間所有地内に位置する無人地震観測点：7ヶ所 

7 地点×900 ペソ×12 ヶ月＝75,600 ペソ／年 

 

4) 電気料金：30,000 ペソ／年 

 2000 年の本部及び既設地震観測所の総電気料金はおよそ 300,000 ペソ／年である。本プロジェ

クトの実施により増加が見込まれる電気料金を 2000 年の 10％とする。 

 

5) 輸送運搬費（託送、郵便等）：17,000 ペソ／年 

 2000 年の本部及び既設地震観測所における輸送運搬費（書類、部品等の送料）はおよそ 870,000

ペソ／年である。本プロジェクトの実施により増加が見込まれる輸送運搬費を概ね 2000 年の 2％

程度とする。 

 

6) 旅費：1,135,000 ペソ／年 

 2000 年の本部及び既設地震観測所における出張旅費（調査、観測、機材修理等にかかる職員の

旅費）はおよそ 5,555,000 ペソ／年である。 
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 本プロジェクト実施により増加が見込まれる旅費を概ね 2000 年の 20％程度とし、さらに過去 3

年間の増加率（2％／年）を考慮する。 

5,555,000×0.20×1.02＝1,133,220 ペソ≒1,135,000 ペソ／年 

 年度による出張頻度の違いを考慮し、以下のとおり旅費を算出する。 

 1 年目 ：1,135,000×0.2 = 227,000 

 2 年目 ：1,135,000×0.5 = 568,000 

 3 年目 ：1,135,000×0.6 = 681,000 

 4 及び 5年目 ：1,135,000 

 6 年目 ：1,135,000×1.2 = 1,362,000 

 7 年目 ：1,135,000×1.6 = 1,816,000 

 8 年目 ：1,135,000×1.2 = 1,362,000 

 

7) 供給品・材料購入費（スペアパーツ調達）：720,000 ペソ／年 

本プロジェクトの実施により増加が見込まれる供給品・材料購入費は以下のとおり。 

スプレッドスペクトラム受信ユニット（2セット） ：約 10 万円 

スプレッドスペクトラム送信ユニット（2セット） ：約 12 万円 

ソーラーパネル（2セット） ：約 35 万円 

10 ベースＴインターフェイス（2セット） ：約 6万円 

高利得八木アンテナ ：約 19 万円 

衛星通信装置用データ変調モジュール ：約 83 万円 

計 ：約 165 万円 

その他の部品を考慮して 165 万円×1.1 = 181 万円 

181 万円÷2.5 = 約 720,000 ペソ 

 

ただし 1～4 年目までは機材の故障および部品交換頻度が低いことを想定し、以下のように算出

する。 

 1 年目 ：720,000×0.1 = 72,000 

 2 年目 ：720,000×0.3 = 216,000 

 3 年目 ：720,000×0.5 = 360,000 

 4 年目 ：720,000×0.8 = 576,000 

 

8) 公用車修理／保守費：530,000 ペソ／年 

 2000 年の公用車の修理／保守費はおよそ 520,000 ペソ／年である。また本プロジェクトの実施

により増加が見込まれる公用車の修理／保守費は概ね 2000 年の経費と同じ推測され、さらに過去

3年間の増加率（2％／年）を考慮する。 

520,000×1.02≒530,000 ペソ／年 
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 ただし 1～4 年目までは車輛の故障および部品の交換頻度が低いことを想定し、以下のように算

出する。 

 1 年目 ： 0 

 2 年目 ：530,000×0.4 = 212,000 

 3 年目 ：530,000×0.5 = 265,000 

 4 年目 ：530,000×0.8 = 424,000 

 

9) 車輛燃料・オイル費：71,000 ペソ／年 

 本プロジェクトでは、3 台の車両の調達が予定されている。ディーゼル用燃料を 15 ペソ／リッ

ターとすると、増加分は以下のとおり。 

6 ㍑／日（50km 走行／日）×15 ペソ／㍑×20 日／月×12 ヶ月／年×3台×1.1（エンジンオ

イル等）＝71,280 ペソ≒71,000 ペソ 

 

10) バッテリー交換費：7,000,000 ペソ（実施後 8年経過） 

 すべての地震火山観測機材には、バッテリーを付加されており、それらの寿命は通常 6～8 年で

ある。6年後に全体の 20％、7年後に全体の 60％、8年後に全体の 20％を交換する。 

本プロジェクトにおけるバッテリーの総調達費（概算）：7,000,0000 ペソ 

6 年後：全バッテリーの 20％＝1,400,000 ペソ 

7 年後：全バッテリーの 60％＝4,200,000 ペソ 

8 年後：全バッテリーの 20％＝1,400,000 ペソ 

 

（2） 本プロジェクト実施により増加が見込まれる維持管理費 

 

 本プロジェクト実施により増加が見込まれる維持管理費の推移を表 3-9 に示す。 

 維持管理費合計は 500～800 万円／年程度必要である（2007 年以降も同程度）。全体の機材運用・ 

維持管理経費に占める割合は約 5％程度となり、維持管理における予算上の問題はない。 
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３－６ 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

 

 本プロジェクトの円滑な実施のため、「フィ」国側負担事項にかかる手続き、予算の確保を確実

に行ない、工程計画に沿って業務を実施することが重要である。 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
 

４－１ プロジェクトの効果 

 

3) 現状と問題点 

 

 我が国の無償資金協力「地震火山観測網整備計画」により、「フィ」国の地震・火山活動観測能

力は飛躍的に向上した。 上述したように検知レベル・精度が大幅に向上するとともに、災害情報

発信に必要な時間が大幅に短縮されたものの、「フィ」国の災害発生状況を鑑みると、改善すべき

点は多い。 

 「フィ」国の都市は、耐震性の低い構造物が多く、地震に対して脆弱である。そのため、M4.0

程度の比較的小さな地震によっても大きな被害が生じる。しかし、現在の観測網では、M4.7 程度

までの地震しか検知できない。 

 また、地震による津波は、地震発生後数分から 10 分後に沿岸部に到達するため、警報を迅速に

発信する必要がある。特に近海で海底地震が頻発している「フィ」国においては、早期通報の重要

性は高いが、現在は警報発令までに 45 分程度が必要である。 

 さらに、阪神淡路大震災において明らかになった、地震発生後の救出時間と生存率との関係を見

ると（図 4-1 参照）、救出時間が遅れるにつれ生存率は指数関数的に減少していることがわかる。

これは、正確な地震・火山情報（発生時刻・場所・規模）を入手し、迅速な救出活動を開始するこ

との重要性を示している。 

図 4-1 救出時間と生存率の関係 
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 本プロジェクトは、上述の課題を克服し、「フィ」国の国家目標である地震・火山観測体制強化

を促進し、もって、「フィ」国民の生命と財産を守ることに貢献することを目的としている。その

ために、地震・火山観測点数を増加し、大量のデータを伝送・処理できるシステムを構築する。さ

らに、機動観測体制を強化する。 

 

4) プロジェクトの効果 

 

本プロジェクトによる効果は、以下のとおりである。 

 

1) 直接効果 

e. 地震検知能力・精度の向上 

  「フィ」国全域において発生する M4.0 程度の地震全てを検知することが可能となる。更に 

   観測精度も向上するため、より正確かつ詳細な地震情報を発信できる。 

f. 火山監視能力・精度の向上 

  火山集中観測点の展開により、主要 6火山の活動監視能力、精度が向上する。その結果、噴 

  火予知にかかる情報の精度が向上し、住民に適切かつ正確な警報を発信できる。 

g. 地震災害情報伝達時間の短縮 

  通信衛星データ伝送システム（VSAT）により、大量の観測データをリアルタイムで 

  PHIVOLCS 本部に送信できる。その結果、地震火山災害及び津波発生にかかる情報を 

  迅速に発信できる。（プロジェクト実施前 45 分以上→実施後 10～15 分） 

 

2) 間接的効果 

a. 災害情報データの蓄積 

本プロジェクト実施により、PHIVOLCS は「フィ」国の地震・火山活動にかかる正確かつ詳細

なデータを時系列的に収集できるようになる。 

データを分析し、地震メカニズムや火山活動の特性、地殻の活動状況等を具体的に把握し、今

後の防災計画策定等に反映させることが出来る。 

b. 災害データの国際共有 

通信衛星回線を利用しているため、他国の災害関連機関が観測データを容易に入手できるため、

国際的な観測網の確立、研究等が可能となる。 

さらに、地震発生の際には、遠地津波（国外で発生した地震による津波）に関する情報をいち

早く入手し、自国民向けの警報を迅速に発信できる。 

 

表 4-1 に本プロジェクトの効果を示す。 
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表 4-1 プロジェクト実施による効果 

 
 

現状と問題点 本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

１． 現有の機材では、国土全

域をカバーする地震観測体

制を構築できない。また、

検知レベル、精度双方とも

に低い。 

・ 無人地震観測・データ送信装置

の新設（29 ヶ所） 

・ 広帯域地震観測装置の新設 

 （7 ヶ所） 

国土全域で発生する M4.0 以上

の地震動を全て検知できるよ

うになる。 

２． 公衆電話回線を利用し

たデータ伝送システムで

は、容量が小さいことに加

え、伝送速度が遅い。 

従って、災害情報発信まで

に時間がかかる。 

・ 無人地震観測点（29 箇所）に、

衛星通信を利用した連続的デ

ータ伝送装置を新設する 

 

 

・大容量のデータがリアルタイ

ムで本部に送信され、迅速に処

理される。 

・災害情報発信時間が 45 分程

度から 10～15 分程度に短縮さ

れる。 

 

３． 火山観測機材が老朽化

していることに加え、数量

も不足しているため、十分

な火山観測活動を実施でき

ない。 

・ 火山観測データ処理・解析装置

の新設（6ヶ所） 

・ 火山集中観測点の新設（６火山

に各３点、計 18 点） 

・ 無人火山観測データ伝送装置

の新設（2ヶ所） 

・ 中周期地震計の新設（6ヶ所） 

・ 機動観測装置の新設（1式） 

・主要 6火山を常時観測でき 

 る。 

・機動観測体制が強化され 

 る。 
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 現状と問題点、対策、およびプロジェクトの効果について下記の図で模式的に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

火山監視システムの第一次および第二次整備計画の効果の比較 

噴 火 

噴火の前兆活動の

監視 

噴火の予知 
噴火場所、規模、

形態の予測 

避難勧告等の対応 

１次整備以前 １次整備計画 ２次整備計画 

前兆の監視は研
究対象となって
いた火山以外
は、極めて困難。 

・
６火山について、大
規模な前兆現象に
関しては監視可能
に。 
ただし、山体に付随
した現象か否かの
判断は困難。 

・

・

火山活動に関わる
現象か否かの判断
も含め、監視可能。 
噴火の予兆が見ら
れる場合には、機動
観測設備を用いる
ことにより、より詳
細な監視が可能に。 

・

・

研究対象となっ
ていた火山以外
は、予知は極め
て困難。 

・
大規模な前兆現象
が出現すれば予知
の可能性はあるが、
噴火場所の特定な
どは困難。 

・
機動観測設備をも
用いれば、精密な前
兆現象の検知が可
能。 
噴火位置の推定も
可能に。 

・

・

より迅速、的確な避難勧告等、事前の防災活動が実施可能
になる。 
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地震観測システムの第一次および第二次整備計画の効果の比較 

 

 

地震発生 

災害発生の位置、

規模、様態の把握 

規模、様態に応じた

救助部隊の派遣 

現地での救助活動

の実施 

１次整備以前 １次整備計画 ２次整備計画 

被災地からの
報告をもとに
状況把握。 

・
地震観測結果をも
とに災害発生地域
とその規模などを
推定可能に。 
ただし、局地的な被
害地震については
検知困難。 
精度も地域を十分
に絞り込むまでに
は至っていない。 

・

・

・

地震観測結果をも
とに国内のほぼす
べての被害地震に
関する災害発生地
域とその規模など
を推定可能に。 
精度もより向上。被
災地域をよい的確
に推定可能に。 

・

・

必要規模の把
握が初期には
困難。 

・ ・
より的確な派遣準
備が可能に。 ・観測結果をもとに

推定可能。 

局地的な被害地震
については、以前
と同様。 
大規模災害につい
ては、部隊派遣ま
での時間が短縮。 

大規模な災害になる
ほど災害の実体把握
に時間を要してしま
い、救助部隊派遣まで
数日かかることも。 

・

・

国内のほぼすべての地
震災害について、部隊
派遣までの時間が短
縮。 
被災地域の絞り込みが
より的確に。 ・

・・
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４－２ 課題・提言 

 

本プロジェクトにより、地震・火山の常時観測網が整備され、「フィ」国の災害監視体制は飛躍

的に向上する。以下は、本プロジェクトの一層の効果発現に必要な提言である。 

① 職員の研修に努め、質の向上を図ること。 

② 日々の運用・保守点検、スペアーパーツ・消耗品の購入等を確実に実施すること。 

③ 機器の損傷や紛失等がないように必要な措置を取ること。 

④ 政府各機関および海外の研究機関との密接な協力･連絡体制を取ること。 

⑤ 災害に関する情報を迅速かつ正確に発信すること。 

⑥ 火山及び火山噴火地震活動、断層活動等の地球物理的現象についての研究を進めること。 

⑦ 火山噴火予知、地震予知等の技術開発に努めること。 

⑧ 火山噴火や地震活動についての知識・情報の普及啓蒙活動を行なうこと。 

 

 

４－３ プロジェクトの妥当性 

 

 頻繁に地震・火山災害に見舞われている「フィ」国では、災害監視能力の向上、防災体制の強化

が急務であり、国家の重点課題として諸政策を推進している。本プロジェクトは、こうした「フィ」

国の国家目標のなかで、災害監視能力の向上に寄与することを目的としている。 

 本プロジェクト実施により、「フィ」国全土をカバーする地震・火山観測網が構築され、検知レ

ベル、観測精度が大幅に改善される。従来検知不可能であった M4.0 レベルの地震を全て検知し、

噴火予知に必要な微弱な火山活動も把握できるようになるため、より詳細で正確な災害情報を発信

できるようになる。更には、通信衛星を使ったデータ伝送システムにより、多量の観測データを短

時間で収集できるため、災害情報を迅速に国民に提供できる（プロジェクト実施前 45 分以上→実

施後 10～15 分）。地震・火山災害において、初動体制の遅れは被害の拡大に繋がることを考えると、

改善効果は非常に大きい。 

 実施機関である PHIVOLCS の組織的能力も非常に高い。海外留学経験者、博士号所有者が多数在

籍し、日常の観測業務に加え、様々な研究開発、海外との共同研究を実施している。また、前回の

計画で整備された機材は、適切な維持管理のもと有効に活用されていることが確認されている。更

には、本プロジェクト実施に必要な運用・維持管理費も十分確保できる見込みである。 

  

 プロジェクト効果、先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェクトを実施する意義

は高い。更に、頻発する地震・火山災害により、貧困層を含む多数の「フィ」国民が、人的・経済

的被害を被っていることを踏まえると、本プロジェクトは、広く国民の生活向上に寄与するもので

あるといえる。従って、本プロジェクトを我が国の無償資金協力にて実施することは妥当である。 



 

 
 

４-7 

 

４－４ 結論 

 

 前述のとおり、本プロジェクトは、多大な効果が期待されると同時に、貧困層を含む多数の「フ

ィ」国民の生活向上に寄与するものである。従って、本プロジェクトを我が国の無償資金協力にて

実施することは妥当である。また、「フィ」側実施機関である PHIVOLCS の組織的能力は非常に高い

ことに加え、運用・維持管理の面でも問題ないことが確認されている。 

 本プロジェクトの更なる効果発現のため、以下の点が改善・整備されることが望まれる。 

 

 

1) 国際的研究等を通じて、職員の能力向上に努めるとともに、新たな観測手法、理論の開発等

を推進すること。 

2) DOST、PHIVOLCS を中心として、関係機関、国民を広く巻き込みつつ、災害発生から情報発信、

避難活動まで一貫した防災体制を整備すること。 

3) 火山噴火や地震活動についての知識・情報の普及啓蒙活動をより一層行なうこと。 
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資料 １． 調査団員・氏名 

 

 

（１） 基本設計調査団 

 

 氏 名  担 当   所 属・役 職 

 

 中村 明   総  括   国際協力事業団 

  無償資金協力部監理課課長代理 

 

 藤城 透  無償資金協力  外務省経済協力局 

      無償資金協力課外務事務官 

 

 小泉 岳司 技術参与   気象庁地震火山部 

      地震予知情報課調査官 

 

 赤津 邦夫 業務主任／  （財）日本気象協会 

      運営維持管理   

 

 新井 伸夫 地震火山観測／  （財）日本気象協会 

      防災計画 

 

 内田 善久 機材計画Ｉ(観測機器) （財）日本気象協会 

 

 水上 裕章 機材計画 II  （財）日本気象協会 

   (データ処理機材) 

 

 井戸 正治 積算／調達計画  （財）日本気象協会 

 

 石井 琢哉 業務調整   （財）日本気象協会 

 

 

 

 

 



 

 

 
資料１-2 

（２） 基本設計概要説明調査 

 

 氏 名  担 当   所 属・役 職 

 

 中村 明   総  括   国際協力事業団 

  無償資金協力部監理課課長代理 

 

 村田 顕次 計画管理   国際協力事業団 

無償資金協力部 業務第三課 

  

 小泉 岳司 技術参与   気象庁地震火山部 

      地震予知情報課調査官 

 

 

 赤津 邦夫 業務主任／  （財）日本気象協会 

      運営維持管理   

 

 新井 伸夫 地震火山観測／  （財）日本気象協会 

      防災計画 

 

 内田 善久 機材計画Ｉ(観測機器) （財）日本気象協会 
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資料 ３. 相手国関係者リスト 

 

・科学技術省 

    Dr. Estrella F. Alabastro Secretary 

 

・フィリピン火山地震研究所 

    Dr. Raymundo S. Punongbayan Director 

    Dr. Bartolome C. Bautista Chief, Seismological Observation and Earthquake 

Prediction Division 

    Dr. Ernesto G. Corpuz Chief, Volcano Monitoring and Eruption Prediction 

Division 

    Mr. Delfin C. Garcia Planning Officer 

    Ms. Nanette V. A. Melosantos Chief, Finance and Administrative Division 

    Mr. Ismael C. Narag Supervising Science Research Specialist 

    Mr. Arnaldo A. Melosantos Senior Science Research Specialist, Engineering 

and Instrumentation Section 

    Mr. Gemme F. Ambubuyog Precision Instrument Specialist 

    Ms. MA. Leonila P. Bautista Assistant Scientist 

    Mr. Erlinton Antonio B. Olavere Science Research Specialist I 

    Mr. Melquiades S. Figueroa II Instrumentation Engineer 

    Mr. Jesus R. Puertollano Senior Research Specialist 

 

    Mr. Nelson Mondia     Science Research Assistant 

    Mr. Joel Arellano     Science Aide 

    Mr. Benjamin Tanatan    Science Research Assistant 

    Mr. Eduardo Lauerta     Resident Volcanologist-Mayon Volcano Senior               

                               Science Research Specialist 

    Mr. Alejo Baloloy      Science Research Analyst 

    Mr. Crispolo Diolata Jr.    Science Research Assistant 

    Mr. Luisito Samgsugan    OIC hibok-Hibok Volcano Station 

    Mr. Arturo Jardin     Science Research Assistant 

    Mr. Alan Loga     Resident Volcanologist, Taal Volcano Station 

    Mr. Orlando Guardacasa    Science Research Specialist 
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・国家経済開発庁 

    Mr. Librado F. Quitoriano Director III, Intrastructure Staff 

    Ms. Ameta Benjamin Senior Economic Development Specialist, Public 

Investment Staff 

    Ms. Joanne Tolentino Economic Development Specialist, Public 

Investment Staff 

 

・フィリピン電波管理委員会 

    Mr. James C. Panefa Communication Development Officer II, Frequency 

Management Division 

 

・日本大使館 

    松永 康男 一等書記官 

 

・国際協力事業団, フィリピン事務所 

    小野 英夫 フィリピン事務所 所長 

    番場 紀子 フィリピン事務所 所員 

    Mr. Santos N. Godornes, Jr. Program Officer, Project Management Section 

 

・サンタクルーズ市役所 

    Mr. Ding Magsaysay Governor of Zambales 

    Ms. Consolacion Marty Municipal Mayor 

 

・ボアック市役所 

    Mr. Dante Marquez Municipal Vice Mayor 

 

・ボロンガン市役所 

    Mr. Fidel Anacta Municipal Mayor 

 

・オルモッグ市役所 

    Mr. Beinvenido Matiga Minicipal Administrator 

  Mr. Darlito Pareja Tax Mapper IV 

 

・オジョンガン市役所 

  Mr. Ed Musca Municipal Administrator 
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・サンホセ市役所 

    Mr. Gaudencio Espiritu Municipal Mayor 

  Mr. Ricard Obana Barangay Kagawad 

 

・エルニド市役所 

    Ms. Leonor Corral Municipal Vice Mayor 
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資料 5. 討議議事録(M/D)



 

資料 5-2 



 

資料 5-3 



 

資料 5-4 



 

資料 5-5 



 

資料 5-6 



 

資料 5-7 



 

資料 5-8 



 

資料 5-9 



 

資料 5-10 



 

資料 5-11 



 

資料 5-12 



 

資料 5-13 



 

資料 5-14 



 

資料 5-15 



 

資料 5-16 



 

資料 5-17 



 

資料 5-18 



 

 
 

資料 6‐1 

資料 ６. 事業事前評価表 
 
1. 対象事業名 

フィリピン共和国 第二次地震・火山観測網整備計画 
2. 我が国が援助することの必要性・妥当性 
(1) フィリピン国は、80 年代後半以降、IMF 等の指導の下、経済構造改革を積極的に推進し、

一定の成果をあげた。しかし、アジア経済危機や近年の政治的混乱が「比」国の社会経済

活動に影響を及ぼしており、失業率上昇等の問題を抱えていることに加え、依然として貧

困人口も多い（1998 年の貧困人口率約 35％）。 

かかる状況に鑑み、長年に亘り我が国との緊密な関係を有する同国に対し、援助を実施し

ている。 

 
(2) フィリピン国は環太平洋地震・火山帯上に位置するため、地震や火山の噴火により甚大な

被害を被ることが多い。国家中期計画（1999 年～2004 年）において、防災体制の強化が

掲げられており、地震、火山活動監視体制の強化、防災体制の強化を進めている。 

   しかし、現有機材だけでは、国土全域をカバーする観測体制を構築できないことに加え、

観測レベル・精度、情報伝達時間の面においても問題が多い。 
3. 協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

地震・火山観測機材を整備し、観測能力及び精度の向上を図るとともに、災害

情報を正確かつ迅速に伝達できる体制を確立する。 
4. 協力対象事業の内容 
(1) 対象地域 

フィリピン国全域 

 

(2) アウトプット 

地震・火山観測システムが整備される 

・地震観測所 7 ヶ所 

・無人地震観測点 29 ヶ所 

・火山観測所 6 ヶ所 

・無人火山観測点 2 ヶ所 

・火山集中観測点 18 ヶ所 

データ処理システムが整備される 

・本部 1 ヶ所 

・ミラーセンター 1 ヶ所 

 

(3) インプット 

・中周期地震観測装置 6 ヶ所 

・広帯域地震観測装置 7 ヶ所 

・無人火山観測・データ送信装置 2 ヶ所 

・火山・地震観測データ処理・解析装置 1 ヵ所 

・機動観測装置 1 式 

・無人地震観測・データ送信装置 29 ヶ所 

・火山観測データ処理・解析装置 6 ヶ所 

・火山集中観測点観測・送信装置 18 ヶ所 

・ミラーセンターデータ処理・保存装置 1 ヶ所 

 

(4) 総事業費 

16.15 億円（日本側：15.98 億円 「フィ」国側：0.17 億円） 

 



 

 
 

資料 6‐2 

実施前（2001年） 　実施後（2003年）

検知可能な地震の規模

（マグニチュード）
4.7以上 4.0以上

実施前（2001年） 実施後（2003年）

情報発表にかかる時間 45分 10～15分

 

(5) 実施スケジュール 

   約 33.5 ヶ月 

 

(6) 実施体制 

主務官庁：フィリピン共和国 科学技術省  

実施機関：フィリピン火山・地震研究所 

（Philippine Institute of Volcanology and Seismology : PHIVOLCS） 

5. プロジェクトの成果 
(1) プロジェクトにて裨益を受ける対象の範囲及び規模 

フィリピン国全域および周辺地域 

裨益人口：約 7,300 万人 

 

(2) 事業の目的（プロジェクトの目標）を示す指標 

1) 地震検知能力の向上 

 
 
 
 
 

2) 地震・津波情報伝達時間の短縮 
 
 
 
 
(3) その他の成果指標 

1) 火山の監視地点の増加 

火山観測ポイント数の増加、高性能観測機材の投入等により、微弱な火山活動を観測する

ことが可能となる。 

2) 災害情報基礎データの蓄積 

本プロジェクト実施により、PHIVOLCS は「比」国の地震及び火山活動にかかる正確かつ

詳細な基礎データを時系列的に収集できるようになる。収集データを解析して「比」国の

地震活動や火山活動の特性、地殻の活動状況等をより具体的に把握し、今後の防災計画等

に反映させることが可能となる。 
6. 外部要因リスク 
(1) 運用・維持管理コストの確保 

   本プロジェクトにより調達される機材の運用・維持管理コストを PHIVOLCS が確実に確保

すること。 
7. 今後の評価計画 
(1) 事後評価に用いる成果指標 

① 地震検知能力（検知レベル・精度） 

② 地震・津波情報の伝達時間 

 

(2) 評価のタイミング 

① プロジェクト終了時の全体の事業評価 

② プロジェクト終了後、1 年後を目処とする事後評価 
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